
１．当社の人財開発基本理念と本年度の基本方針
基本理念は、『自ら学び、自ら考え、自ら実行する』 

人財の育成です。常に探求し、常に学び、課題を超える
ことを喜びとし、日々新たな自分へと変わり続けられる
人財をめざし、基本理念を定めています。

なお、本年度の基本方針は、下記 4 点を掲げています。

Ⅰ. 基礎技術力向上と先端及び新分野技術の習得

Ⅱ. 安全衛生・環境・CSR遵守のための教育の徹底

Ⅲ. 海外ビジネス対応に向けたグローバル人財の育成

Ⅳ. 技師主任層の活性化及びレベルアップ

「育児・仕事両立支援金」制度
子育てをしながら働く従業員が、さらに能力を発揮するこ

とができる環境を実現するため、2017 年 4 月 1 日から「育児・
仕事両立支援金」制度を導入しました。本制度では、共働き
またはひとり親で、小学校就学前の子を養育する従業員に保
育施設やベビーシッターの利用料など、子育てをしながら働
くために要した費用を「育児・仕事両立支援金」として支給
します。
■ 育児・介護支援制度

■ 定時退社強化日および休日出勤禁止日の設定

（下線部は制度内容もしくは制度の存在そのものが法定を超えるもの）

仕事と生活の両立支援
当社は、｢健康で豊かな生活｣ と ｢やりがいのある充実した

仕事｣ の両立の観点から、仕事と育児・介護の両立を支援す
る制度の整備・拡充を推進しています。

ワークライフバランス

人財開発施策を展開します

毎週水曜日を一斉定時退社日として設定し、更に毎月第二、
第四水曜日を一斉定時退社強化日として労使で一斉退社に向
けた取り組みを実施しています。また、長期休暇（ゴールデ
ンウィーク、夏季休暇、年末年始休暇）中に海外出張先で休
日出勤をした場合、代休付与期間を出勤日の翌日から 1 ヵ月
以内を 2 ヵ月以内へ拡大し、休暇を取得しやすい制度の整備
を推進しています。

２．グローバル人財育成
グローバル事業の拡大に寄与する人財の育成施策とし

て次の取り組みを継続しています。

①若手社員にむけたグローバルマインド教育
新入社員への導入研修では、英語スピーチコンテスト

や異文化理解研修、TOEIC® ＊受験、自己啓発支援など、
グローバルマインドを醸成するよう各種研修を実施して
います。

また、入社 5 年目までの社員に対し、TOEIC® の目標
点を定め、英語勉強法講座の開催や、通信教育や E ラー
ニングなどの英語勉強ツールを提供し、自己啓発支援を
行っております。高得点取得者には、スピーキングテス
トによる実践的なスピーキング力の向上にも力をいれて
います。
＊ TOEIC は米国 Educational Testing Service（ETS）の登録商標です。

②社内での英会話教室の実施
ネイティブの方と積極的に接することができるグロー

バル意識の醸成を目的として、社内でネイティブ教師
による英会話教室を実施しています。富山事業所では、 
毎週少人数グループレッスンを若手社員中心に実施して
います。

③海外グループ会社への人財育成支援
海外グループ会社の現地社員の育成を目的とし、1 年

間の日本への出向受け入れによる人財育成支援を実施し
ています。2017 年度は、出向 4 名の現地社員を受け入
れました。担当業務の遂行によるスキルアップのほか、
関係部署の社員との人脈形成や業務連携、新規装置や 
最先端技術の知識習得を目的としています。

現地社員の受け入れを通じて、国内外のグループ会社
を含めたグローバル事業の拡大に寄与する人財の育成の
ほか、多様な人財が混じり合って業務遂行することに 
より日本人のダイバーシティ意識の醸成につながってい
ます。

育児
休暇

妊娠

出産

妊娠通院休暇
妊娠障害休暇
通勤緩和のための
短時間制度　等

出産休暇
(産前・産後８週間） 

職場
復帰

育児休暇
(子が小学校1年生を終えるまで通算3年）

短時間勤務
（4、5、6、6.5、7hr から選択可。最大小学校卒業まで）
フレックスタイム制勤務(最大小学校卒業まで)
子の看護休暇、家族看護休暇
半日年休(回数制限なし)
配偶者海外転勤休暇
育児・仕事両立支援金

配偶者出産休暇
（通算５日） 

介護
休暇

職場
復帰

短時間勤務
子の看護休暇
家族看護休暇
年次介護休暇
半日年休

　介護休暇
　(通算１年、
　 分割取得可)

≪介護支援制度≫
女性が利用可能 男性が利用可能

≪育児支援制度≫
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2016 年 4 月施行の「改正障害者雇用促進法」を踏まえ、
障がい者および職場を支援する体制を整備するとともに、相
談に対する適切な対応の促進を図るため、「障がい者相談窓口」
を設置しています。

相談窓口では、障がい者からの各種相談対応、職場からの
障がい者雇用に関する相談対応、職場への合理的配慮の助言
や対応の検討を行います。

■ �育児休職取得者・短時間勤務利用者＊数�
（（株）日立国際電気　半導体製造装置関連部門）

■ 障がい者相談窓口

当社は障がい者雇用や高齢者社員の再雇用を推進しています。
高齢者雇用については、定年退職社員を最長 65 歳まで雇用 
延長する再雇用制度を導入し、多くの社員が制度を利用してい
ます。経験を生かして働くとともに、豊富なスキルを若い世代
に伝承し、活躍しています。

また、障がい者雇用については、実習受け入れを行い、実習者、
会社双方で仕事のスキルや職場環境などを確認した上で雇用に
つなげるよう取り組んでいます。2018 年 3 月 1日時点の法定
雇用率（2.0%）につき、（株）日立国際電気は 2018 年 3 月 1日
現在満たしています。

当社は、女性従業員のキャリア形成に対するモチベーショ
ン向上を目的として、総合職女性従業員を対象に 2 日間のキャ
リアセミナーを実施しています。2014 年より 3 年計画で総
合職女性従業員全員への受講機会を提供しました。

セミナーでは、外部講師をお招きし、働く女性を取り巻く
環境についての講義や、当社の女性管理職によるパネルディ
スカッション、参加者同士のディスカッションを実施し、キャ
リアの考え方について理解、中長期的なキャリアについて考
える機会を提供しています。

多様な人財の雇用促進

女性活躍推進の取り組み

＊短時間勤務利用者…育児・介護のために短い勤務時間で働いている者

■ 女性役職者数（日立国際電気グループ、各年6月1日現在）

■ �障がい者雇用�
（国内日立国際電気グループ、ただし2014年までは個別）

■ �高齢者再雇用（国内日立国際電気グループ、年度内実績）

富山事業所では、新棟「剱館」の稼働以降、初めてとなる
総合避難訓練を実施しました。

訓練では、拡張した剱館の業務エリアを特に意識しながら、
既存の立山館、薬師館、雄山館を含む全館を対象に、災害対
策本部、自衛消防隊、各職場、警備所他の相互連携、また、
剱館勤務者の初動内容や避難経路の再確認を行い、緊急事態
発生時にお客様・従業員一人ひとりが迅速・適切に行動し、
安全を確保するための諸対応について総点検しました。

防災活動
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当社は、｢日立国際電気グループ労働組合｣ と労働協約を締
結し、定期的に労使協議の機会を設け、労働条件や人事制度
について協議するなど、職場規律の確立、職場環境の維持・
改善に、労使一体となって取り組んでいます。会社と労働組
合は、相互の意思疎通を図り、経営の円滑な運営と事業の発展、
社員の労働条件向上を図ることを目的として、定期的に労
使協議会を行うことを労働協約に定めています。労使協議会
では、経営方針や事業運営などの諸課題について、建設的な 
意見交換を行い、健全で安定的な労使関係を構築しています。

■人員構成（（株）日立国際電気）

■ 業務上の休業比率など
労働災害度数率；休業災害の発生件数／延べ労働時間数×100万時間

（国内日立国際電気グループ）

メンタルヘルスに伴う休職者数；1カ月のうち7日以上休職した者。同一社員が
年内に複数回休職した場合は１人とする（国内日立国際電気グループ）

業務上の死亡者数（地域別、男女別）（日立国際電気グループ）

■ 労働組合の組合員数（国内日立国際電気グループ）

■ セグメント別人員割合（日立国際電気グループ）

■ 地域別人員割合（日立国際電気グループ）

■ �映像・通信 
ソリューション

■ �成膜プロセス 
ソリューション

■ �その他
■ �全社（共通）

■ 日本
■ アジア
■ 北米
■ 中南米
■ 欧州・その他

労働組合と対話

人員構成（2018年3月31日現在）

2017 年度の安全衛生活動は、グループ会社を含め次の内
容について取り組みました。

１．安全活動として安全衛生文化定着活動の推進
休業災害の撲滅（ルール違反、類似災害の撲滅）を 

目標に取り組みましたが、休業災害が発生していること
から、作業開始前の作業手順・KY（危険予知）等の徹底
の取り組みを継続しています。

２．衛生活動としての心身両面の予防管理強化
健康経営を最優先の経営課題と捉え、社員の健康保持・

増進を強化するために、トップダウンによる全社的な健康
管理施策を立案・決定する最高意思決定機関として健康 
ステアリングコミッティを立上げ、健康経営を推進中です。

３．交通安全活動としての加害事故の撲滅
日立国際電気グループ安全運転強化月間を設定し、加

害事故撲滅に向けた各種活動を展開し、前年比 16% 減と
なりました。

安全衛生

以上を労使一体で継続的に行った結果、2 月 20 日、（株）
日立国際電気は経済産業省および日本健康会議が実施する健
康経営優良法人認定制度において「健康経営優良法人 2018

（大規模法人部門）ホワイト 500」に 
認定されました。

当社は、今後も労使一体となって
経営トップで組織した健康ステコミ
と事業所の安全衛生委員会を中心に、
心身ともに健康で、活力ある職場風
土づくりを推進していきます。

男 女 合計

就業者数 2,168 人 218人 2,386人 

管理職 464 人 6 人 470 人

うち部長職以上 181 人 2 人 183 人

取締役・執行役 13 人 0 人 13 人

平均年齢 44.5歳 42.6歳 44.3歳

平均勤続年数 21.0年 18.9年 20.8年

離職者数 86 人 10 人 96 人

労働組合の名称 組合員数

日立国際電気グループ労働組合 2,611人 

2013年（暦年） 2014年 2015年 2016年 2017年
0.11 0 0.12 0.12 0.12

2013年（暦年） 2014年 2015年 2016年 2017年
30人 38人 40人 57人 41人

時期（暦年） 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

日本
男 0 0 0 0 0
女 0 0 0 0 0

アジア
（日本以外）

男 0 0 0 0 0
女 0 0 0 0 0

米州、欧州そ
の他

男 0 0 0 0 0
女 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0

連結
就業人員
4,752人

映像・通信
ソリューション
57.4％

成膜プロセス
ソリューション

35.7％

全社（共通）3.2％
その他3.7％

連結
就業人員
4,752人

日本
76.9％

アジア
12.4％

欧州、その他
2.7％

中南米4.2％
北米3.9％

「健康経営優良法人」
ロゴマーク
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